
に対応できる簡素で効率的な行政運営を実現する。
施策目的・

(2)目的 推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を確保するとともに 事業目的
展開方向

、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりやメンタルヘルスケアの充実
行政需要の変化と業務量を的確に把握した上で、各部署の職員数を適正に配置し、簡素で効率的な組織体制 各課業務について、現行の組織的課題や次年度の新規事業等に伴う人員需要などを考慮し、各種ヒアリング
を構築する。 を実施した上で、令和２年度の予定職員数857人で効率的に業務を遂行する執行体制を決定する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

常勤職員数（令和2年4月1日現在） 想定値 857当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 854

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 簡素で効率的な執行体制 間接 常勤職員数 人 854 857

令和 3年度 簡素で効率的な執行体制 間接 常勤職員数 人 857

令和 4年度 簡素で効率的な執行体制 間接 常勤職員数 人 857

少子高齢化、環境問題など行政需要は増加している。公共サービスを担う民間の主体を豊かにすることで、組織はスリムにコン
(7)事業実施上の課題と対応 パクトにしていくことが必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

行政組織条例、事務分掌規則の見直し 0 行政組織条例、事務分掌規則の見直し 0 行政組織条例、事務分掌規則の見直し 0 行政組織条例、事務分掌規則の見直し 0
事務用備品購入費 315 278 事務用備品購入費 315 事務用備品購入費 315

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 315 278 合　　計 315 合　　計 315
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 315 278 315 315

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 870 870 870 870

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 880 1,185 1,148 1,185 1,185
(11)単位費用

1.03千円／人 1.38千円／人 1.34
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市の施策を効率的に展開するためには、機動的･弾力的に対応できる組織体制の確立が不可欠である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

職員が減少していく中で市の施策を効果的に展開するためには、現行執行体制を維持し、限られた財源で質の高いサービ
スを提供していくことが求められる。よって、機動的かつ弾力的に対応できる組織体制の確立が不可欠である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 行政需要の変化と職員の業務量を把握したうえで、人員配置

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 を行うため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 組織の見直しは、行政改革推進委員会の意見を踏まえ策定さ 市民で構成された行政改革推進委員会からの意見を反映させ ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り れた「行政改革推進プラン」の改革項目となっている。 た。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
854 857 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症対策に迅速に対応するため、特別定額給付金推進室、
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 854 99.65

新型コロナウイルスワクチン接種対策室を設置し、必要な職員を配置した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,185 △305 1,148 96.88
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△34.66

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 72.32

人 10万円 74.39 102.86

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は施策実現に効果的であり、社会ニーズの変化への対応、かつ機能的な組織運営に努めるために不可欠であることから、現状どおり推進
していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 43 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 機能的、弾力的な組織運営 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 組織編制事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,185 千円 (うち人件費 870 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織づくりを 機能的、弾力的な組織体制を構築し、行政需要に的確



た執行体制を確保する。
施策目的・

(2)目的 推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を確保するとともに 事業目的
展開方向

、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりやメンタルヘルスケアの充実
①民間委託、民営化の一層の推進②非常勤職員等の活用③組織機構の見直し④人材の育成と活用⑤事業の見 第八次定員管理適正化計画に基づき、民間委託・民営化の推進や非常勤職員の活用等を図りながら、現行職
直し等の手法を活用し、定員の適正化を図る。 員数を維持した執行体制を確保する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

常勤職員数 想定値 857当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 854

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 執行体制の確保 直接 常勤職員数 人 854 857

令和 3年度 執行体制の確保 － 常勤職員数 人 857

令和 4年度 執行体制の確保 － 常勤職員数 人 857

第八次定員管理適正化計画は令和４年度までの３年間の計画となっている。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

定員管理適正化計画の進行管理 0 定員管理適正化計画の進行管理 0 定員管理適正化計画の進行管理 0 定員管理適正化計画の進行管理 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.16 0.16 0.15 0.15
正職員人件費 1,320 1,392 1,392 1,305 1,305

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,320 1,392 1,392 1,305 1,305
(11)単位費用

660千円／人 1.62千円／人 1.63
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

多様な行政需要や地方分権の進展等に対応していくため、職員の働き方改革を考慮しながら、執行体制を確保していく必 ●①事前確認での想定どおり
要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市税収入の増加が見込めない厳しい財政状況の中、持続可能な行政経営を行うためには人件費の抑制が不可欠である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 職員の定員管理適正化を進める事務のため、市が実施する必

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民で構成された行政改革推進委員会からの意見を反映させ ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
策定した定員管理適正化計画について、行政改革推進委員会に報告している。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
854 857 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

東北被災地復興支援による職員派遣等を継続する一方、限られた財源の中で質の
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 854 99.65

高いサービスを提供するためには、現行体制の維持を基本とすることが先決であ
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,392 △72 1,392 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△5.45

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 東北被災地復興支援による職員派遣等を継続する一方、

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 限られた財源の中で質の高いサービスを提供するために

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 61.57 は、現行体制の維持を基本とすることが先決であるため

人 10万円 61.35 99.64 。

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
この事業は施策の実現に必要不可欠であり、持続可能な行政運営を行っていくために、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 44 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 定員管理の適正化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 定員管理事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.16 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,392 千円 (うち人件費 1,392 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織づくりを 多様な行政需要等に対応するため、現行職員数を維持し



市が取り組んでいる重要課題等の習得･理解を図る。また管理職と
施策目的・

(2)目的 推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を確保するとともに 事業目的 しての立場など階層に応じた研修を実施し、地方分権を担う職員を養成する。職務上必要な専門的な知識と
展開方向

、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりやメンタルヘルスケアの充実 技術を、派遣先の研修機関で集中的に学び職務に活かす。
〇階層別研修【新規採用職員研修（前期、後期）・法制執務研修（２、３年目）・政策法務研修（４年目） 年間を通じ、随時実施する。
・業務改善研修（５年目）・ディベート研修（主任）・主査長研修・新任管理職研修・人事評価研修（新任
評定者）・メンタルヘルス研修（新規採用職員）・市内現地視察研修・主任研修・服務に関する研修】 当該年度
〇専門研修・特別研修【行政対象暴力講習会・クレーム対応力強化研修・救命講習会・実務研修（障害福祉 執行計画

(3)事業内容 内　　容 に関する研修）・男女共同参画研修・ファシリティマネジメント研修・防火管理者講習会・メンタルヘルス
研修・ファシリテーション研修・交通安全運転研修・サイバーセキュリティに関する研修・特定個人情報取
扱いに関する研修・eラーニング専門研修（情報セキュリティ等）・eラーニング専門研修（情報連携・個人 職員研修の年間延べ受講者数 想定値 1,500当該年度
情報保護等）・新規採用職員育成担当者研修・働き方改革研修】 単位 人

活動結果指標 実績値 1,350〇派遣研修【・管理職研修（自治研修センター）・自治研修センターへの派遣・市町村アカデミーへの派遣

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 効果的な各種職員研修の実施、派遣研修への参加を促し、職員の専門実務能力を高める。 直接 職員研修の年間延べ受講者数 人 1,350 1,500

令和 3年度 効果的な各種職員研修の実施、派遣研修への参加を促し、職員の専門実務能力を高める。 直接 職員研修の年間延べ受講者数 人 1,500

令和 4年度 効果的な各種職員研修の実施、派遣研修への参加を促し、職員の専門実務能力を高める。 直接 職員研修の年間延べ受講者数 人 1,500

研修成果が業務へどう反映したか、客観的な研修効果の測定は難しいが、原則すべての階層別研修にアンケートを実施し受講生
(7)事業実施上の課題と対応 の理解度を調査し、次年度の研修計画に反映させる。専門研修では、職員の公募制の研修のため自発的な受講を促すことが必要 代替案検討 ○有 ●無

、そのためには研修の時期、ニーズ、内容などを把握し、啓発と積極的な情報提供が必要

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

接遇研修 162 接遇研修 165 165 接遇研修 165 接遇研修 165
法制執務研修（２年目） 220 階層別研修（２～５年目、主査長） 980 149 階層別研修（２～５年目、主査長） 980 階層別研修（２～５年目、主査長） 980
法制執務研修（３年目） 220 ディベート研修（主任職） 319 0 ディベート研修（主任職） 319 ディベート研修（主任職） 319
政策法務研修（４年目） 216 人事評価研修（新任評定者） 160 210 人事評価研修（新任評定者） 160 人事評価研修（新任評定者） 160
政策法務研修（５年目） 216 研修に係る消耗品（テキスト代） 25 25 研修に係る消耗品（テキスト代） 25 研修に係る消耗品（テキスト代） 25
人事評価研修（新任評定者） 157 メンタルヘルス研修 120 120 メンタルヘルス研修 120 メンタルヘルス研修 120
主査長研修 146 クレーム対応力強化研修 198 396 クレーム対応力強化研修 198 クレーム対応力強化研修 198

実施内容 研修に係る消耗品（テキスト代） 25 防火管理講習会 120 8 防火管理講習会 120 防火管理講習会 120
メンタルヘルス研修（新規採用職員） 70 新規採用職員育成担当研修 110 130 新規採用職員育成担当研修 110 新規採用職員育成担当研修 110

(8)施行事項
費　　用 ディベート研修（主任職） 319 ファシリテーション研修 60 0 ファシリテーション研修 60 ファシリテーション研修 60

市内現地視察研修（新規採用職員） 0 男女共同参画研修 50 50 男女共同参画研修 50 男女共同参画研修 50
服務に関する研修 0 働き方改革研修 231 0 働き方改革研修 231 働き方改革研修 231
主任研修 0 手話通訳料 50 22 手話通訳料 50 手話通訳料 50
新任管理職研修 0 研修旅費 509 147 研修旅費 509 研修旅費 509

市町村アカデミー研修負担金 60 42 市町村アカデミー研修負担金 60 市町村アカデミー研修負担金 60
自治研修センター研修負担金 430 59 自治研修センター研修負担金 430 自治研修センター研修負担金 430
日本経営協会行政管理講座負担金 390 161 日本経営協会行政管理講座負担金 390 日本経営協会行政管理講座負担金 390
専門研修負担金 174 52 専門研修負担金 150 専門研修負担金 150
日本経営協会負担金 50 50 日本経営協会負担金 50 日本経営協会負担金 50
自治大学校 430 0 自治大学校 430 自治大学校 430

予算(決算)額 合　　計 1,751 合　　計 4,631 1,786 合　　計 4,607 合　　計 4,607
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,751 4,631 1,786 4,607 4,607

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.18 0.12 0.12 0.18 0.18
正職員人件費 1,584 1,044 1,044 1,566 1,566

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,335 5,675 2,830 6,173 6,173
(11)単位費用

37.06千円／点 3.78千円／人 2.1
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方公務員法39条及び我孫子市人材育成方針により市民の期待と時代の要請に応えられる豊かな資質と能力を備えた人材 ○①事前確認での想定どおり
を育成する必要がある。 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う緊急事態宣言中は研修を開催することができなかったが、オンラインでの研修開
催等により、職員の専門知識や技術の向上を図ることができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の職員に対する研修のため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
特になし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1,350 1,500 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う緊急事態宣言中は研修を開催することが
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1,350 90

できなかったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,675 △2,340 2,830 49.87
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

特になし。

△70.16

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 ｅラーニングを積極的に実施し、集合研修実施よりも多

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 くの職員の受講機会の創出を図ったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 26.43

人 10万円 47.7 180.48

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
職員研修は職員の実務能力向上を図るために必要であるため、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 47 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 職員研修の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 職員研修 位置づけ

③事業主体 ○市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.12 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,651 千円 (うち人件費 1,044 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 5,675 千円 (うち人件費 1,044 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織づくりを 市職員として必要となる基本的知識や、



昇給等に生かし組織全体の能率を高める。
施策目的・

(2)目的 推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を確保するとともに 事業目的
展開方向

、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりやメンタルヘルスケアの充実
目標設定・実績評定記録表及びチャレンジ目標設定記録表の作成を各課に周知する。 ○人事評価の実施
作成された記録表に基づき、中間評定及び年度評定を実施するようその時期ごとに周知する。 4月…当該年度に係るヒアリング後の目標設定・実績評定記録表及びチャレンジ目標設定記録表の提出を各
それぞれの結果の提出を取りまとめ、人材育成・処遇・配置等に活用していく。 当該年度 課に求める。人事評価制度の公平性・納得性を高めるために実施する多面評価について、これまでの試行的

執行計画 実施を検証し、本格実施について検討する。
(3)事業内容 内　　容 5月…前年度の人事評価表の提出を各課に求め、取りまとめた上、７月昇給と勤勉手当の支給率に反映させ

る。
評定処理人数 想定値 857当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 781

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 評定者研修の実施を行い、制度趣旨の周知を徹底し、制度の信頼を得る。 間接 苦情相談窓口への相談件数 件 0 0

令和 3年度 評定者研修の実施を行い、制度趣旨の周知を徹底し、制度の信頼を得る。 間接 苦情相談窓口への相談件数 件 0

令和 4年度 評定者研修の実施を行い、制度趣旨の周知を徹底し、制度の信頼を得る。 間接 苦情相談窓口への相談件数 件 0

地方公務員法の一部改正により平成28年4月1日から勤務評定が義務化された。市では従来より人事評価を本格実施しているが、
(7)事業実施上の課題と対応 制度の運用には常に細心の注意を払い必要があれば即見直していく。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

各所属で実施する人事考課の周知と 各所属で実施する人事考課の周知と 各所属で実施する人事評課の周知と 各所属で実施する人事評課の周知と
とりまとめ とりまとめ とりまとめ とりまとめ
勤勉手当への反映資料作り 勤勉手当への反映資料作り 勤勉手当への反映資料作り 勤勉手当への反映資料作り

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0.35 0.35
正職員人件費 3,080 3,045 3,045 3,045 3,045

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,080 3,045 3,045 3,045 3,045
(11)単位費用

3.6千円／人 3.55千円／人 3.9
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

意欲ある人材を活かす仕組みづくりを行うためには､努力すれば報われるように実績・能力等を適正に判断・評価し、そ ●①事前確認での想定どおり
の結果が適切に反映できる人事・給与制度を構築していくことが必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 地方公務員法第23条及び我孫子市職員の人事評価要綱に基づき実施する。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

年功的な昇給昇格ではなく、実績や能力等に基づく昇給昇格制度を実施していく。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 人事評価は所属長が実施しなければならず、評定者としての所属長の責務である。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
職員の勤務評定に関することであり、市民の参加・協働はない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
紙ベースでの印刷物のため削減に努めたい。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 0 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

評定者研修の実施により、制度への理解と信頼性が確保された結果、苦情相談が
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0

なかったことから目標達成とした。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,045 35 3,045 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 評定者研修の実施により、制度への理解と信頼性が確保

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 された結果、苦情相談がなかったことから目標達成とし

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0 た。

件 10万円 0 NaN (非数値)

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
人事評価制度は地方公務員法に規定されている勤務評定であり、今後の人材育成につながることから、今後も継続すべき事業である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 48 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 人事管理の適正化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 人事評価の実施 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,045 千円 (うち人件費 3,045 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織づくりを 職員の能力、知識､職務上の実績等を把握評価し任用



目的 災害補償基金）が、その責任において補償することで、職員が安心して職務に専念できるようにすること。
展開方向

○負担金事務：基金事務運営に要する費用の納付　職種別給与総額に一定負担率を乗じたて得た金額による ○負担金事務
○認定請求事務：災害の発生後、請求書等関係書類に任命権者の意見を付し基金支部に請求　その後基金か ・公務災害補償概算負担金の納付　5月　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ら認定判断通知　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 当該年度 ・公務災害補償確定負担金の精算　9月
※本庁等嘱託・臨時職員は非常勤職員公務災害補償等に関する条例、施設等嘱託・臨時職員は労働者災害補 執行計画 ○認定請求事務　通年　随時

(3)事業内容 内　　容 償法適用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・公務・通勤上災害認定請求　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
公務災害発生件数　 想定値 6当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 7

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 認定する機関である地方公務員災害補償基金に認定請求をし、認定されること 間接 認定請求をしたうちの認定された割合 % 100 100

令和 3年度 認定する機関である地方公務員災害補償基金に認定請求をし、認定されること。 間接 認定請求をしたうちの認定された割合 % 100

令和 4年度 認定する機関である地方公務員災害補償基金に認定請求をし、認定されること。 間接 認定請求をしたうちの認定された割合 % 100

公務・通勤災害発生後の事務迅速化と公務・通勤災害の未然防止を図る。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

人事事務交通費（自治会館ほか） 4 人事事務交通費（自治会館ほか） 4 人事事務交通費（自治会館ほか） 4 人事事務交通費（自治会館ほか） 4
概算負担金 8,500 概算負担金 8,500 8,237 概算負担金 8,500 概算負担金 8,500
非常勤職員公務災害負担金 599 非常勤職員公務災害負担金 600 600 非常勤職員公務災害負担金 600 非常勤職員公務災害負担金 600
市町村公平委員会負担金 209 市町村公平委員会負担金 209 209 市町村公平委員会負担金 209 市町村公平委員会負担金 209
公務災害申請・補償業務を行う 公務災害申請・補償業務を行う 公務災害申請・補償業務を行う 公務災害申請・補償業務を行う

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 9,312 合　　計 9,313 9,046 合　　計 9,313 合　　計 9,313
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 9,312 9,313 9,046 9,313 9,313

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.2 0.2 0.15 0.15
正職員人件費 1,320 1,740 1,740 1,305 1,305

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,632 11,053 10,786 10,618 10,618
(11)単位費用

1,772千円／件 1,842.17千円／件 1,540.86
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・職員が安心して働ける制度を確保する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ●①事前確認での想定どおり
・地方公務員法第45条　(公務災害補償) 　根拠規定 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・地方公務員災害補償法第1条(目的)   基金制度設置規定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・使用者としての公務災害における身体的損害等の補償の必要性　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

・災害発生後の安全管理対策と事故防止の観点 地方公務員法第４５条の規定により、公務中の災害について認定請求・補償請求を行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 公務災害の認定請求は、任命権者の意見を添えて基金に請求

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 するものである。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適切に認定請求を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 11,053 △421 10,786 97.58
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△3.96

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.9

% 10万円 0.93 103.33

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は職員の公務執行において必要不可欠であり、今後も継続すべき事業である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 49 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 人事管理の適正化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 公務災害補償事務 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 地方公務員災害補償基金 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,053 千円 (うち人件費 1,740 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

職員が、公務上の災害又は通勤による災害によって被った身体的損害等を、使用者としての市（地方公務員
施策目的・

(2)目的 事業



整理し、常勤職員の行うべき業務、会計年度任用職員の行うべき業務を振り分けた上で、会
施策目的・

(2)目的 推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を確保するとともに 事業目的 計年度任用職員を活用することで経費の削減又は行政サービスの向上を図る。また、常勤職員や会計年度任
展開方向

、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりやメンタルヘルスケアの充実 用職員が欠員等となった場合にも行政サービスを維持できるよう会計年度任用職員を活用する。
報酬単価・期末手当の適正支給についての検討、登録・任用・管理事務、辞令発令、研修配属、会計年度任 報酬単価・期末手当の適正支給についての検討、登録・任用・管理事務、辞令発令、研修配属、会計年度任
用職員を要望する課に対するヒアリング実施 用職員を要望する課に対するヒアリング実施

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

会計年度任用職員の適切な任用 想定値 850当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 872

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 各所属において必要と認められた会計年度任用職員の確保 直接 会計年度任用職員要望に対する充足率 ％ 100 100

令和 3年度 各所属において必要と認められた会計年度任用職員の確保 直接 会計年度任用職員要望に対する充足率 ％ 100

令和 4年度 各所属において必要と認められた会計年度任用職員の確保 直接 会計年度任用職員要望に対する充足率 ％ 100

各所属が必要とする会計年度任用職員の人材の確保を図る
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

２号嘱託職員人件費０．４人 1,016 会計年度任用職員パートタイム人件費（ 11,590 1,309 会計年度任用職員人件費（病休代替等５ 11,590 会計年度任用職員人件費（病休代替等５ 11,590
臨時職員賃金等（６人分） 13,397 会計年度任用職員パートタイム雇用保険 9,172 8,264 会計年度任用職員雇用保険料 9,172 会計年度任用職員雇用保険料 9,172
会計年度研修会 17 会計年度任用職員パートタイム労災保険 1,887 1,693 会計年度任用職員労災保険料 1,887 会計年度任用職員労災保険料 1,887
図書購入費 30 会計年度任用職員技能労務職人件費（病 2,454 0 会計年度任用職員技能労務職人件費（病 2,454 会計年度任用職員技能労務職人件費（病 2,454
加除式書籍追録費 1,000 会計年度任用職員災害補償費 30 9 会計年度任用職員災害補償費 30 会計年度任用職員災害補償費 30

加除式書籍追録費 1,000 920 加除式書籍追録費 1,000 加除式書籍追録費 1,000
研修旅費 2 5 研修旅費 2 研修旅費 2

実施内容 【予備費充用】
会計年度任用職員フルタイム人件費 11,523 7,554

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 15,460 合　　計 37,658 19,754 合　　計 26,135 合　　計 26,135
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 0 5,763 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 15,460 37,658 13,991 26,135 26,135

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 2,610 2,610 2,610 2,610

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,016 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 18,100 40,268 22,364 28,745 28,745
(11)単位費用

53.24千円／人 47.37千円／人 25.65
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・人件費総額を税収の50%以下にする ●①事前確認での想定どおり
・有能(資格や経歴等)な外部の人材を活用することによって効果的な行政サービスの提供を図る。　　　　　　　　　 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・必要な期間、時間に採用することにより効率的な行政サービスの提供を図る。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

効率的な行政サービスを提供するため、多様な任用形態の職員を活用する必要がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の職員であるため、市が管理する必要がある。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

庁内へ会計年度任用職員制度の周知を行い、制度理解の向上に努めた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 40,268 △22,168 22,364 55.54
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

会計年度任用職員の行うべき業務の振り分けを行い、会計年度任用職員
の活用の促進が図られたため。

△122.48

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 会計年度任用職員の行うべき業務の振り分けを行い、会

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 計年度任用職員の活用の促進が図られたため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.25

％ 10万円 0.45 180

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
常勤職員の行うべき業務、会計年度任用職員の行うべき業務を振り分けを行い、会計年度任用職員を活用することで経費の削減又は行政サービ
スの向上に寄与した。また、常勤職員や会計年度任用職員が欠員等となった場合にも行政サービスを維持できるよう会計年度任用職員を活用し
た。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 50 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 人事管理の適正化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 会計年度任用職員の任用管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 28,745 千円 (うち人件費 2,610 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 40,268 千円 (うち人件費 2,610 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織づくりを 既存業務内容を



設置し、管理者等が実施する安全運転に関する事業をサポートする。 4月…正副安全運転管理者の選任
5月…正副安全運転管理者講習会への参加

当該年度 　 …安全運転管理者協議会総会への参加
執行計画 　 …協議会優良運転表彰者の推薦

(3)事業内容 内　　容 6月…「セーフティドライバーズちば」への参加
11月…安全運転職員研修の実施
事業所職員への安全運転教育等の回数 想定値 6当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 6

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 正副安全運転管理者の下、安全運転教育等を実施し職員の安全運転への意識を高める 間接 事業所職員への安全運転教育等の件数 回 6 6

令和 3年度 正副安全運転管理者の下、安全運転教育等を実施し職員の安全運転への意識を高める 間接 事業所職員への安全運転教育等の件数 回 6

令和 4年度 正副安全運転管理者の下、安全運転教育等を実施し職員の安全運転への意識を高める 間接 事業所職員への安全運転教育等の件数 回 6

交通安全に関する重大な事故の報告は近年ないが、全体の奉仕者としてまた市職員としてより安全運転に係る意識を高めるため
(7)事業実施上の課題と対応 の施策を行う。 代替案検討 ○有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

管理者届出手数料 8 管理者届出手数料 8 2 管理者届出手数料 8 管理者届出手数料 8
セーフティドライバーズ参加負担金 28 セーフティドライバーズ参加負担金 21 21 セーフティドライバーズ参加負担金 21 セーフティドライバーズ参加負担金 21
正副管理者講習会・研修会・会費負担 180 正副管理者講習会・研修会・会費負担 180 180 正副管理者講習会・研修会・会費負担 180 正副管理者講習会・研修会・会費負担 180
安全運転管理者に関する業務を行う 安全運転管理者に関する業務を行う 安全運転管理者に関する業務を行う 安全運転管理者に関する業務を行う

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 216 合　　計 209 203 合　　計 209 合　　計 209
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 216 209 203 209 209

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.03 0.06 0.06 0.03 0.03
正職員人件費 264 522 522 261 261

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 480 731 725 470 470
(11)単位費用

80千円／回 121.83千円／回 120.83
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・市長は、道路交通法に基づき自動車の安全な運転を確保するために正副安全運転管理者を選任しなければならない。 ●①事前確認での想定どおり
・正副安全運転管理者は、職員に対して交通安全教育その他自動車の安全な運転に必要な業務を行なわなければならない ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・市職員として交通安全への意識高揚は重要であり、引き続き交通安全教育の必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

安全運転管理者の選任は、道路交通法で定められた事業主の義務であり、市も事業主として積極的に取り組む必要がある
。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 事業主としての義務である。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 講習やセーフティドライバーズちば２０２０への参加を通し ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り て、地域での交通安全に取り組んだ。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
特になし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
6 6 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

交通安全教育に努めた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 6 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 731 △251 725 99.18
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△52.29

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.82

回 10万円 0.83 101.22

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事業主として安全運転に積極的に取り組む必要があるため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 51 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 福利厚生の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 安全運転管理者等の管理業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.06 人）
(1)事業概要

(当　初) 731 千円 (うち人件費 522 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

道路交通法に定められた安全運転管理者を選任し、自動車の安全な運転を確保する。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

事業所毎に正副安全運転管理者を



する。
展開方向

○職員を対象に定期的に健康診断を実施する　 ○春季2日間：主に常勤職員（40歳以上対象の共済組合指定巡回検診と同時に行う）
・常勤職員及び非常勤職員（会計年度任用職員） ○秋季3日間：主に非常勤職員（会計年度任用職員）（35歳以上対象の協会けんぽ生活習慣病予防健診と同
 　　　　　　　　　 当該年度 時に行う）

執行計画 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(3)事業内容 内　　容 　　　　　　　　　　　　　　　

受診者数 想定値 830当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 846

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 職員が健康診断を受診する 間接 健康診断等受診率(受診者数/総職員数） ％ 55 60

令和 3年度 職員が健康診断を受診する 間接 健康診断等受診率(受診者数/総職員数） ％ 65

令和 4年度 職員が健康診断を受診する 間接 健康診断等受診率(受診者数/総職員数） ％ 70

常勤職員のほか社会保険に加入している非常勤職員（会計年度任用職員）も健診対象にしているが、採用を各担当で行っている
(7)事業実施上の課題と対応 職員も含んでいるため、受診状況が把握できない。今後は常勤以外の職員も含めた受診状況確認のための検討を行う。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

定期健康診断（常勤） 1,967 定期健康診断（常勤） 2,174 2,042 定期健康診断（常勤） 2,174 定期健康診断（常勤） 2,174
定期健康診断（嘱託・臨時） 2,455 定期健康診断（非常勤職員・会計年度任 2,501 1,789 定期健康診断（非常勤職員・会計年度任 2,501 定期健康診断（非常勤職員・会計年度任 2,501
交代制健診（消防夜間勤務者） 660 交代制健診（消防夜間勤務者） 660 638 交代制健診（消防夜間勤務者） 660 交代制健診（消防夜間勤務者） 660

【３月補正】
定期健康診断（非常勤職員・会計年度任 △500

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 5,082 合　　計 4,835 4,469 合　　計 5,335 合　　計 5,335
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 5,082 4,835 4,469 5,335 5,335

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.24 0.24 0.15 0.15
正職員人件費 1,320 2,088 2,088 1,305 1,305

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,402 6,923 6,557 6,640 6,640
(11)単位費用

7.71千円／人 8.34千円／人 7.75
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・事業主である市には、医師による職員の健康診断が義務付けられている　労働安全衛生法第66条　　　　　　　　　 ●①事前確認での想定どおり
・職員には、健康診断受診が義務付けられている　我孫子市職員安全衛生管理規程　18条　　　　　　　　　　　　　 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・職員が安心して働ける制度の確保 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・自己の健康状態確認　生活習慣改善　適切な検査や治療　健康の保持増進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

・職員の健康意識の高揚 職員が健康な状態で職務を遂行するために必要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 法で定められた事業主としての責務であり、市が主体となって事業実施しなければならない
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
55 60 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市実施による健康診断の受診者が想定より多かっため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 58.5 97.5
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,923 △521 6,557 94.71
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△8.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.87

％ 10万円 0.89 102.3

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は事業主として実施する責務があり、職員が健康な状態で市民サービスを提供していくために不可欠な事業であることから、現状どおり
推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 52 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 人事管理の適正化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 定期健康診断 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.24 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,423 千円 (うち人件費 2,088 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 6,923 千円 (うち人件費 2,088 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

定期健康診断により、生活習慣の改善又は適切な治療につなげ、職員が健康な状態で職務を遂行できるよう
施策目的・

(2)目的 事業目的 に



と改革思考を持った個性豊かな人材を確保する。
施策目的・

(2)目的 推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を確保するとともに 事業目的
展開方向

、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりやメンタルヘルスケアの充実
専門職要望ヒアリング及び定員管理適正化計画に基づき職員募集要領を定め応募期間を経た後、第1次、第2 5月…専門職ヒアリング　　　6月…募集要項の告示、募集要領の作成、HP登載準備
次、第3次の採用試験を実施する。最終合格者に対し内定手続後、平成31年4月1日に採用行為を行なう。 7月…募集要領、採用試験受験申込書の配布　　8月…採用試験申込受付

当該年度 9月…第1次採用試験　　10月…第２次採用試験
執行計画 11月…第3次採用試験　　12月…内定通知

(3)事業内容 内　　容 1月～3月…採用準備
4月1日…採用
第1次試験受験者数 想定値 400当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 331

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 予定された職への人材確保 間接 新規採用職員の人事考課年度評定数の平均値 点 63.6 65

令和 3年度 予定された職への人材確保 間接 新規採用職員の人事考課年度評定数の平均値 点 65

令和 4年度 予定された職への人材確保 間接 新規採用職員の人事考課年度評定数の平均値 点 65

「団塊の世代」の大量定年退職や少子高齢化が今後も続くと思われる中、「意欲ある若手の確保が難しい」状況にあり、危機感
(7)事業実施上の課題と対応 を強めている。優秀な人材を確保するための競合は避けられない。市が実施している事務事業について、可能な限り民間委託、 代替案検討 ○有 ●無

民営化を進め、最小限の人材確保に努める。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

体力検査障害保険料 5 体力検査障害保険料 5 4 体力検査障害保険料 5 体力検査障害保険料 5
採用試験委託料 994 採用試験委託料 1,012 838 採用試験委託料 1,012 採用試験委託料 1,012
採用試験負担金 87 採用試験負担金 80 60 採用試験負担金 80 採用試験負担金 80
試験委員報酬 50 試験委員報酬 50 50 試験委員報酬 50 試験委員報酬 50
試験会場使用料 211 試験会場使用料 211 0 試験会場使用料 211 試験会場使用料 211
職員採用試験を実施する 消耗品費 5 5 消耗品費 5 消耗品費 5

手話通訳料 16 10 手話通訳料 16 手話通訳料 16
実施内容 【３月補正】

試験会場使用料 △211
(8)施行事項

費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,347 合　　計 1,168 967 合　　計 1,379 合　　計 1,379
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,347 1,168 967 1,379 1,379

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.55 0.55 0.55 0.55 0.55
正職員人件費 4,840 4,785 4,785 4,785 4,785

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,187 5,953 5,752 6,164 6,164
(11)単位費用

15.47千円／人 14.88千円／人 17.38
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市税収入が年々減少し、財政状況が厳しさを増す中でも、市民サービスを維持向させるためには、人件費を抑制し、財源 ●①事前確認での想定どおり
を確保する必要があります。一方では、毎年40人前後も大量退職していく職員の補充も必要です。このような状況の中で ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 、執行体制を確保するためには、定員管理適正化計画に基づき、新規に職員を採用していく必要があります。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

厳しい財政状況の中で、市民サービスの維持向上を図るには、定員管理適正化計画に基づき職員を採用する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市職員の採用試験であり、市が主体的に実施する必要がある

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 面接試験に民間の方を試験委員として登用している。 面接試験に民間の方を試験員として登用している。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(点) 目標値(b)(点) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(点) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
63.6 65 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

優秀な人材を確保できたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 65.1 100.15
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,953 234 5,752 96.62
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

3.78

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.09

点 10万円 1.13 103.67

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
優秀な職員を確保することは、市民サービスの向上に資することになるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 53 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 人事管理の適正化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 新規職員採用業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.55 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,164 千円 (うち人件費 4,785 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 5,953 千円 (うち人件費 4,785 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織づくりを 公務に対する明確な目的意識



活や職業生活の社会生活を送ることができる
展開方向

特定の有害業務に従事する職員に対して特殊健康診断を実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○腰痛頸肩腕障害検診　9月~10月　2日間
○腰痛頸肩腕障害検診　手・指・腕・首の筋肉を何度も繰り返し使ったり（動的負荷）、 一定の位置に保 ○ＶＤＴ検診　　12月　2日間
つ動作や姿勢を長く続けたりする（静的負荷）作業に従事する者　主に保育士、給食調理員 当該年度
○ＶＤＴ検診 ディスプレイ・キーボード等により構成されるＶＤＴ（Ｖｉｓｕａｌ　Ｄｉｓｐｌａｙ　Ｔ 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ｅｒｍｉｎａｌ）機器を使用して、データの入力・検索・照合等、文章・画像等の作成・編集・修正等、プ
ログラミング、監視等を行う者　我孫子市ＶＤＴ作業労働衛生基準

受診者数 想定値 260当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 285

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 職員が健康診断を受診する 間接 特殊健康診断等受診率(受診者数/有害業務従事職員数） ％ 83 100

令和 3年度 職員が健康診断を受診する 間接 特殊健康診断等受診率(受診者数/有害業務従事職員数） ％ 100

令和 4年度 職員が健康診断を受診する 間接 特殊健康診断等受診率(受診者数/有害業務従事職員数） ％ 100

個々の職員健康診断の受診状況確認や健康現況が徹底されていない。受診現況チェックを実施し、全職員受診と健康診断の効率
(7)事業実施上の課題と対応 化を図る。さらに福利厚生事業(人間ドック)との連携を図る 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

腰痛頸肩腕検診 152 腰痛頸肩腕検診 154 79 腰痛頸肩腕検診 154 腰痛頸肩腕検診 154
ＶＤＴ検診 987 ＶＤＴ検診 1,137 1,176 ＶＤＴ検診 1,137 ＶＤＴ検診 1,137
特殊健診（手話通訳者） 8 特殊健診（手話通訳者） 8 特殊健診（手話通訳者） 8 特殊健診（手話通訳者） 8

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,147 合　　計 1,299 1,255 合　　計 1,299 合　　計 1,299
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,147 1,299 1,255 1,299 1,299

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.07 0.18 0.18 0.07 0.07
正職員人件費 616 1,566 1,566 609 609

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,763 2,865 2,821 1,908 1,908
(11)単位費用

7.67千円／人 11.02千円／人 9.9
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・事業主である市は、医師による健康診断義務付け　労働安全衛生法第66条 ●①事前確認での想定どおり
・職員は、健康診断受診の義務付　我孫子市職員安全衛生管理規程　18条 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・職員が安心して働ける制度の確保 ○要
   背景は？(事業の必要性) 自己の健康状態確認　生活習慣改善　適切な検査や治療　健康の保持増進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

・職員の健康意識の高揚　 特殊業務に従事する職員の健康管理のため実施した。
・我孫子市ＶＤＴ作業労働衛生基準
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 法で定められた事業主としての責務であり、市が主体となって事業実施しなければならない。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
83 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

特殊業務に従事する職員の把握が困難なため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 84.6 84.6
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,865 △1,102 2,821 98.46
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△62.51

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 頸肩腕健診の受診者が想定よりも少なかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.49

％ 10万円 3 85.96

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
特殊業務に従事する職員の健康を管理することは、市民サービスの提供に必要なため今後も継続すべき事業である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 54 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 人事管理の適正化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 特殊健康診断 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.18 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,865 千円 (うち人件費 1,566 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

特殊な勤務条件で就業する職員が健康な状態で、自ら生活習慣を改善したり、適切な検査や治療を受けるこ
施策目的・

(2)目的 事業目的 とによって、生活日常生



行政需要に適応した組織をつくる
施策目的・

(2)目的 推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を確保するとともに 事業目的
展開方向

、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりやメンタルヘルスケアの充実
今年度実施する試験の実施要領を定める。 11月上旬…実施要領の決定
実施要領に基づき試験を実施する。 12月上旬…試験申し込み受け付け
最終合格者を職種毎に管理職昇格資格者名簿に登載する。 当該年度 1月下旬…試験
女性管理職の登用を積極的に進める。 執行計画 2月中旬…合格者名簿登載

(3)事業内容 内　　容

受験者数 想定値 30当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 21

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 能力と意欲のある職員を試験により選考し、資格者名簿人数を確保する 間接 資格者名簿登載人数 人 25 28

令和 3年度 能力と意欲のある職員を試験により選考し、資格者名簿人数を確保する 間接 資格者名簿登載人数 人 28

令和 4年度 能力と意欲のある職員を試験により選考し、資格者名簿人数を確保する 間接 資格者名簿登載人数 人 28

受験しない職員への対応の一つとして、これまでの自身申込に加え、１９年度から所属長推薦による受験申込制度を導入した。
(7)事業実施上の課題と対応 しかし、引き続き対応を研究する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

管理職登用試験を行う 管理職登用試験を行う 管理職登用試験を行う 管理職登用試験を行う

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15
正職員人件費 1,320 1,305 1,305 1,305 1,305

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,320 1,305 1,305 1,305 1,305
(11)単位費用

37.71千円／人 43.5千円／人 62.14
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

行政が高度・複雑化し、管理職の役割が増大する中、課等の責任者の補佐に携わるとともに専門的能力、管理能力を活用 ●①事前確認での想定どおり
し適切な業務を行い、リーダーとして部下の指導、育成に責任を持つ管理職への昇格は、公平性・透明性が強く求められ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ている。能力や意欲のある職員を積極的に登用するため、人事サイドからの一方的なものでなく職員自らがアクションを ○要
   背景は？(事業の必要性) 起こしうる管理職登用試験制度を実施し人事異動に反映していく。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

　年功的要素を排除し、意欲と能力のある職員を客観的な基準に基づき、登用することで組織の活性化及び行政運営の効 組織の活性化や効率的な行政運営を図る観点から、意欲と能力のある職員の登用を行った。
率化を図る。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施することで、その後の適切な人事異動や人事管理を

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 行うことができる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
25 28 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

職員の経験年数や年齢構成等の変化から、管理職からの推薦が減少した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 21 75
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,305 15 1,305 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 職員の経験年数や年齢構成等の変化から、管理職からの

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 推薦が減少した。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.15

人 10万円 1.61 74.88

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
管理職としてふさわしい人材を確保するために必要な事業であることから、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 55 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 人事管理の適正化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 管理職登用試験制度の実施 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,305 千円 (うち人件費 1,305 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織づくりを 意欲と能力のある職員を管理職に登用し、



と協同で築き、様々な施策を推進していくため、職員の個性と能力が最大に発
施策目的・

(2)目的 推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を確保するとともに 事業目的 揮できるよう適材適所の人材活用を図る。
展開方向

、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりやメンタルヘルスケアの充実
○定期採用　退職補充と優秀な人材の確保　　○職員個人意向の把握,日常の職員管理、管理職登用試験実 〇定期採用：6月次年度職員採用の決定、9月試験実施
施、自己申告書の配布・回収　○組織意向の把握　所属長(課単位)ヒアリング、部長ヒアリング実施　○人 〇職員個人意向の把握：1月管理職登用試験の実施、12月自己申告書調査実施
事異動事務の実施,意向、ヒアリング集計、人事異動方針の策定、異動・内示案の策定、内示、辞令交付 当該年度 ○組織意向の把握：1月人事ヒアリングの実施、課長ヒア、部長ヒア

執行計画 ○人事異動事務の実施：9月に10月1日付け人事異動事務着手、人事異動案作成・内示、辞令交付、2月に4月
(3)事業内容 内　　容 1日付け人事異動事務着手、人事異動方針の確定、3月人事異動案の作成・内示、辞令交付式　理事者協議等

令和3年4月1日付けの人事異動者数の合計 想定値 240当該年度
単位 名

活動結果指標 実績値 235

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 必要とする部署への適切な職制と人員の配置 間接 所属長が適材適所の人材配置が行われたと思う職員の割合 ％ 70.9 75

令和 3年度 必要とする部署への適切な職制と人員の配置 間接 所属長が適材適所の人材配置が行われたと思う職員の割合 ％ 75

令和 4年度 必要とする部署への適切な職制と人員の配置 間接 所属長が適材適所の人材配置が行われたと思う職員の割合 ％ 75

定員管理適正化計画を実施し、退職者に対する新規採用者数の抑制に努めている中、各所属長の要望にすべて応えることは困難
(7)事業実施上の課題と対応 な状況である。民間委託や民営化、非常勤職員の活用、職員の能力フル活用により対応していきたい。また、男女共同参画社会 代替案検討 ○有 ●無

の実現や管理職における女性職員割合にも配慮し、実施していきたい。　

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

年２回人事異動のための業務を行う 年２回人事異動のための業務を行う 年２回人事異動のための業務を行う 年２回人事異動のための業務を行う
東北地方派遣先視察に伴う旅費 33 東北地方派遣先視察に伴う旅費 33 東北地方派遣先視察に伴う旅費 33 東北地方派遣先視察に伴う旅費 33
東北地方派遣に係る赴任・帰任・帰庁旅 241 東北地方派遣に係る赴任・帰任・帰庁旅 241 155 東北地方派遣に係る赴任・帰任・帰庁旅 241 東北地方派遣に係る赴任・帰任・帰庁旅 241
人事事務用品購入費 40 人事事務用品購入費 40 40 人事事務用品購入費 40 人事事務用品購入費 40
東北地方派遣に係る赴任・帰任・帰庁に 67 東北地方派遣に係る赴任・帰任・帰庁に 68 37 東北地方派遣に係る赴任・帰任・帰庁に 68 東北地方派遣に係る赴任・帰任・帰庁に 68

【３月補正】
帰庁移転料 82 82

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 381 合　　計 464 314 合　　計 382 合　　計 382
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 381 464 314 382 382

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.4 0.4 0.5 0.5
正職員人件費 4,400 3,480 3,480 4,350 4,350

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,781 3,944 3,794 4,732 4,732
(11)単位費用

19.92千円／名 16.43千円／名 16.14
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・適材適所の人事管理を通して職員の能力を引き出す必要がある-公務能率の向上 ●①事前確認での想定どおり
・組織の統廃合による人員の過不足調整-職の充足 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・職場のやるきを促し、職場の活性化を図る必要性-組織の活性化 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・異なる職務や職場の配置により、能力の育成し適性を評価する-人材の育成 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

・市民ニーズや視点に立つ協働のまちづくり-市民サービスの向上と変革 職員の退職や新規採用等により、適材適所の人員配置、職場の活性化のため実施する必要がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 執行体制づくりの基本となるもので、市が主体として行わなければならない。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
70.9 75 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

必要とする部署への適切な職制と人員配置を意識して人事異動を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 85.7 114.27
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,944 837 3,794 96.2
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

17.51

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 必要とする部署への適切な職制と人員配置を意識して人

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 事異動を行った。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.9

％ 10万円 2.26 118.95

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
公務能率の向上、組織の活性化や人材育成に不可欠な事業であるため、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 56 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 人事管理の適正化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 職員の人事異動業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,862 千円 (うち人件費 3,480 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 3,944 千円 (うち人件費 3,480 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織づくりを 独創的な魅力あるまちを市民



向

職員団体からの勤務条件の維持改善要求や当局からの勤務条件変更申し入れに関し、事前交渉、事務担当者 4月…春闘要求交渉、女性部要求交渉
交渉、理事者交渉等を重ね妥結点を探り、労使双方が納得する執務環境を構築する。 6月…夏期要求交渉、人員要求交渉

当該年度 11月…確定要求交渉
執行計画 2月…人員体制交渉

(3)事業内容 内　　容 他随時事務レベル交渉が予定される。

交渉回数 想定値 10当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 6

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 職員団体からの申し入れ及び当局からの提案の合意率を高める 間接 交渉事項の合意率（合意件数／要求件数） ％ 24 30

令和 3年度 職員団体からの申し入れ及び当局からの提案の合意率を高める 間接 交渉事項の合意率（合意件数／要求件数） ％ 30

令和 4年度 職員団体からの申し入れ及び当局からの提案の合意率を高める 間接 交渉事項の合意率（合意件数／要求件数） ％ 30

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

職員団体と勤務条件に関する交渉を行う 職員団体と勤務条件に関する交渉を行う 職員団体と勤務条件に関する交渉を行う 職員団体と勤務条件に関する交渉を行う

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.17 0.12 0.12 0.17 0.17
正職員人件費 1,496 1,044 1,044 1,479 1,479

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,496 1,044 1,044 1,479 1,479
(11)単位費用

149.6千円／回 104.4千円／回 174
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方公務員法第55条の規定に基づき、当局として職員団体から適法な交渉の申し入れがあった場合は、応ずべき立場にあ ●①事前確認での想定どおり
る。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 地方公務員も憲法の勤労者としての労働基本権の保障を受けるが、地位の特殊性と職務の公共性から基本権に制限が加え ○要
   背景は？(事業の必要性) られている。そういった中で地公法に規定された職員団体との交渉は必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法律に基づいた交渉の申し入れがあった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 適法な団体交渉の申し入れに当局は応じる必要がある。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
24 30 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

応じられる要求が少なかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 25 83.33
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,044 452 1,044 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

30.21

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 応じられる要求が少なかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.87

％ 10万円 2.39 83.28

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
地方公務員法に定められた制度であり、正規の方法により登録された職員組合との交渉は必要な事業であるため、今後も現状どおり推進してい
く。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 57 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 人事管理の適正化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 職員団体との交渉 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.12 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,044 千円 (うち人件費 1,044 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

職員団体からの職員の勤務条件の維持改善要求に対し適法に応じ、良好な労使関係を維持し、公務の円滑な
施策目的・

(2)目的 事業目的 運営を図る。
展開方



当者を抽出し、貸与する。 ・４月　　作業服配付部署への異動者及び新人職員を対象にした貸与
・６月　　夏服作業服該当者への貸与

当該年度           （現業職、異動者・新人職員）
執行計画 ・１０月　冬服作業服・防寒服該当者への貸与

(3)事業内容 内　　容 　　　　　（現業職、異動者・新人職員）
・都市部、建設部職員の更新は、平成２７年度から廃止。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
一般職・嘱託・臨時職員数（水道、保育課、クリーンセンター、学校 想定値 100当該年度
を除く） 単位 人

活動結果指標 実績値 53

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 職員が安全で快適に働くことができるよう作業服（夏服、冬服、白衣、長靴、合羽等）を貸与する。 間接 必要とされる被服の貸与 ％ 100 100

令和 3年度 職員が安全で快適に働くことができるよう作業服（夏服、冬服、白衣、長靴、合羽等）を貸与する。 間接 必要とされる被服の貸与 ％ 100

令和 4年度 職員が安全で快適に働くことができるよう作業服（夏服、冬服、白衣、長靴、合羽等）を貸与する。 間接 必要とされる被服の貸与 ％ 100

見積り合わせにより安価で購入し、経費節減に努める。また、原則として異動者、新人職員、現業職以外の更新はしない。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

貸与被服購入費 650 貸与被服購入費 584 281 貸与被服購入費 584 貸与被服購入費 584
２号嘱託職員人件費０．１人 268

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 918 合　　計 584 281 合　　計 584 合　　計 584
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 918 584 281 584 584

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.39 0.14 0.14 0.39 0.39
正職員人件費 3,432 1,218 1,218 3,393 3,393

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 268 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,350 1,802 1,499 3,977 3,977
(11)単位費用

43.5千円／人 18.02千円／人 28.28
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・職員が安全で作業しやすい服装、市役所職員として統一のとれている被服（作業服等）を貸与する必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

職員が安全で作業で作業しやすい服装、市役所職員として統一のとれている被服（作業服等）を貸与できたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 対象者が職員のため ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 対象が市職員であるため、市が主導で実施する必要がある。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 再生ＰＥＴ繊維製品の購入 なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

異動者が少なかったこと、及び対象となる職員について必要性をより精査したた
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 53 53

め。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,802 2,548 1,499 83.19
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

異動者が少なかったこと、及び対象となる職員について必要性をより精
査したため。

58.57

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 異動者が少なかったこと、及び対象となる職員について

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 必要性をより精査したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.55

％ 10万円 3.54 63.78

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
更なる事業内容の見直しを図り、事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 59 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 福利厚生事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 職員被服貸与事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.14 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,802 千円 (うち人件費 1,218 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

職員が安全で快適に働くことができるよう、作業服（夏服・冬服・白衣・長靴・雨合羽等）を貸与する。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

作業服等の貸与該



ンのとれた職場環境をつくる。
展開方向

職員にとって必要、有益な行政情報や各課からの職員向け情報を掲載した庁内報「かわらＶＡＮ」を発行す 各課から原稿を収集し、年２回から３回発行する。
る。 ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ掲示板に掲示

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

発行回数 想定値 3当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 情報の共有化を進め、職員の意識改革を図るとともに、良好な職場環境をつくる。 間接 発行回数 回 3 3

令和 3年度 情報の共有化を進め、職員の意識改革を図るとともに、良好な職場環境をつくる。 － 発行回数 回 3

令和 4年度 情報の共有化を進め、職員の意識改革を図るとともに、良好な職場環境をつくる。 － 発行回数 回 3

提供する情報が総務課中心となっている。より広範な情報収集が必要である。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

庁内報かわらＶＡＮの発行 0 庁内報かわらＶＡＮの発行 0 0 庁内報かわらＶＡＮの発行 0 庁内報かわらＶＡＮの発行 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.04 0.03 0.03 0.04 0.04
正職員人件費 352 261 261 348 348

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 352 261 261 348 348
(11)単位費用

117.33千円／回 87千円／回 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

情報の共有化は、円滑な行政運営と市民サービス向上の基礎となる。また、職員間の交流を図り、コミュニケーションの ●①事前確認での想定どおり
取れた職場環境づくりの面でも必要な事業である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

職員の情報共有または職場間のコミュニケーションを含む環境づくりとして必要な事業である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市職員の情報共有、コミュニケーションツールである。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 特になし □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
特になし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
3 3 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新規採用職員の紹介、東北派遣職員の紹介、職員提案など庁内に情報提供する内
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 3 100

容が多かったため
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 261 91 261 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

25.85

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.15

回 10万円 1.15 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
庁内報は、新規採用職員の紹介や業務改善の啓発記事など職員が庁内情報を共有するために必要であるため、現状どおり推進とする。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 60 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 事務手続き・事務機能の見直し、事務改善の推進 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 庁内報発行事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.03 人）
(1)事業概要

(当　初) 261 千円 (うち人件費 261 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

職員にとって必要な庁内情報、知識を提供することで、情報の共有化を進めるとともに、コミュニケーショ
施策目的・

(2)目的 事業目的



上につながる事務改善案の提案を職員に奨励することで、職員の意識向上、職
施策目的・

(2)目的 推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を確保するとともに 事業目的 場の活性化を図るとともに、採用提案を実施することでサービスの向上と行政の効率化を進める。
展開方向

、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりやメンタルヘルスケアの充実
・職員(臨時職員、嘱託職員を含む、）から、①事務能率の向上②市民サービスの向上③経費の削減④収入 ・職員提案制度を周知し、庁内報やシーガルオフィス等で提案を募集する。
の増加⑤職場及び労働環境の改善に関する提案を募集し、採用された提案を実施する。 ・提案はメール、文書により随時受け付ける。
・採用された提案の提案者に対しては褒賞を、さらに優れた提案に対しては年度表彰を行う。 当該年度 ・提出された提案は審査を行い、採用された提案については実施に向けた取組を進めるとともに、提案者に

執行計画 は褒賞を支給する。
(3)事業内容 内　　容 ・年度内の採用提案を対象に、年度末に年度表彰を行う。

提案採用数（職場内提案含む） 想定値 30当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 8

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 職員の創意工夫を活かし、行政効率と市民サービスを向上させる。 間接 提案採用数（職場内提案含む） 件 8 30

令和 3年度 職員の創意工夫を活かし、行政効率と市民サービスを向上させる。 間接 提案採用数（職場内提案含む） 件 30

令和 4年度 職員の創意工夫を活かし、行政効率と市民サービスを向上させる。 間接 提案採用数（職場内提案含む） 件 30

趣旨を浸透させ提案件数の増加を図るため、周知に努める。
(7)事業実施上の課題と対応 件数増加のみに着目せず、提案内容の質や実現性も視野に入れることで、より多くの提案採用・実施を目指す。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

報償費 55 報償費 55 9 報償費 55 報償費 55

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 55 合　　計 55 9 合　　計 55 合　　計 55
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 55 55 9 55 55

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.22 0.5 0.5 0.22 0.22
正職員人件費 1,936 4,350 4,350 1,914 1,914

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,991 4,405 4,359 1,969 1,969
(11)単位費用

66.37千円／件 146.83千円／件 544.88
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

限られた人材で、行財政運営の効率化や市民サービスの向上を図るには、職員の意欲と能力を最大限に引き出し活用する ●①事前確認での想定どおり
ことが必要である。職員の創意工夫、提案を活かす本事業は、職員の潜在能力を引き出す有効な手段である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

職員から事務の効率化・改善策等の提案があった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市職員から提案を募集し、市自らが取り組む制度のため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 特になし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
特になし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
8 30 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

職員への制度周知に努めたが、目標数には達しなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,405 △2,414 4,359 98.96
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△121.25

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 職員への制度周知に努めたが、目標数には達しなかった

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.68

件 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
職員提案制度により、職員を奨励することで意識・意欲の向上や職場の活性化を図るとともに、採用提案を実施することで事務効率および市民
サービスの向上に繋がるため、改正した制度における特別提案制度も十分に活用しながら現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 61 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 事務手続き、事務機の見直し、事務改善の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 職員提案事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,405 千円 (うち人件費 4,350 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織づくりを 事務効率、市民サービスの向



案に基づき委託化･民営化を推進。官民の役割分担を根本的に見直し、充実した公共サービス
施策目的・

(2)目的 よう、提案型公共サービス民営化制度を活用しながら事業の委託化や民営化を進めるとともに、公の施設の 事業目的 の提供とスリムで効率的な市役所の実現を目指す。
展開方向

管理運営にあたっては指定管理者制度の活用を進めます。また、事業の必要性や実施主体のあり方などにつ
市の全事務事業を例外なく公表し、民間の視点で市の仕事を見直してもらい、企業・ＮＰＯ・市民団体等か ４月～３月　　提案型公共サービス民営化制度の見直し
ら委託･民営化の提案を募集する。募集する提案は民間の創意工夫やアイデアを盛り込んだ提案とし、サー
ビスの質やコストの面で市民にとってプラスになると判断したものは、委託･民営化を実施する。 当該年度
国では、民間提案制度の一層の普及に向けた検討を進めていることから、令和２年度は提案募集を休止し国 執行計画

(3)事業内容 内　　容 の動向を見極めながら、提案型公共サービス民営化制度の見直しを行う。

制度見直し進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 提案型公共サービス民営化制度の見直し 間接 制度見直し進捗率 ％ 0 100

令和 3年度 委託・民営化の推進 直接 委託・民営化した事業数 件 10

令和 4年度 委託・民営化の推進 間接 委託・民営化した事業数 件 10

募集方法、審査方法など制度の見直しを行い、より実効性のある仕組みにする必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

提案型公共サービス民営化制度委員報酬 63 提案型公共サービス民営化制度委員報酬 42 0 提案型公共サービス民営化制度委員報酬 42 提案型公共サービス民営化制度委員報酬 42

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 63 合　　計 42 0 合　　計 42 合　　計 42
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 63 42 0 42 42

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.5 0.5 0.45 0.45
正職員人件費 2,640 4,350 4,350 3,915 3,915

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,703 4,392 4,350 3,957 3,957
(11)単位費用

270.3千円／件 43.92千円／％ 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

少子高齢化や環境問題など公共の果たす役割はますます拡大し、行政のみが公共の分野を担うのは困難な状況にある。公 ●①事前確認での想定どおり
共サービスを担う民間企業やＮＰＯが増加する中で、これら民間の主体と行政がともに公共を担う｢新しい公共」づくり ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ が求められている。 ●要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

制度の募集休止をお知らせしたが、制度に限らず市の事業への新たな提案や、提案に向けた相談は事業者から複数あった

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の全事業を公開し、民間から提案してもらう制度について

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 市が見直し行うため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ●要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ＮＰＯ法人や民間事業者からの提案を求める制度である 特になし ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ●要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

他市状況の情報取集をするとともに、国の動向を見極めながら制度の見直しを行
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0

うこととしたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,392 △1,689 4,350 99.04
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ●要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△62.49

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 他市状況の情報取集をするとともに、国の動向を見極め

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ●要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 ながら制度の見直しを行うこととしたため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 2.28

％ 10万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ●事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、全国の自治体に先駆けて導入した制度であるが、提案件数の減少により、事業手法の見直しを行ってきた。同様の制度を導入してい 今後も他の自治体から情報収集を行い、国の動向を見極めながら制度の見直しを進め、適宜提案審査委員会にも意見をいただきながら、提案件
る他の自治体についても提案件数は増加していない現状であることから、事業手法を見直していく。 数を増やすための手法等の検討も含め、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 62 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 継続的な行政改革の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 提案型公共サービス民営化制度の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,392 千円 (うち人件費 4,350 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高いサービスを提供していける 民間からの提



の逼迫等、厳しい社会経済情勢の変化に対応した簡素で効率的な行財政システムの
施策目的・

(2)目的 推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を確保するとともに 事業目的 構築を目的とする。
展開方向

、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりやメンタルヘルスケアの充実
市の基本構想に定められた「効率的で効果的な行政運営」の基本的な取り組みのもとに、総務省から地方行 計画の期間である２０１８（３０年）度から２０２０年度に取り組むべき改革項目の結果検証。改革項目４
政サービス改革の推進の主要事項として挙げられている事項を中心に次の６つを取り組みの主要事項として ２
取り上げた｢行政改革推進プラン」を着実に実行する。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

改革項目のうち見直しが実施された件数 想定値 42当該年度
単位 項目

活動結果指標 実績値 16

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 計画に示されている年度別計画に基づき改革項目を達成する。 直接 改革項目のうち見直しが実施された件数 項目 16 42

令和 3年度 － 項目 0

令和 4年度 － 0

行政改革、新たな行財政システムの構築は単年で完成するものではない。多様化する市民ニーズや社会情勢を把握し、的確に対
(7)事業実施上の課題と対応 応する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

行政改革市民推進委員会報酬 224 行政改革市民推進委員会報酬 280 196 行政改革市民推進委員会報酬 280 行政改革市民推進委員会報酬 280

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 224 合　　計 280 196 合　　計 280 合　　計 280
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 224 280 196 280 280

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.6 0.6 0.4 0.4
正職員人件費 3,080 5,220 5,220 3,480 3,480

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,304 5,500 5,416 3,760 3,760
(11)単位費用

78.67千円／項目 130.95千円／項目 338.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方分権の推進や少子高齢化の進展など自治体を取り巻く環境が大きく変化する中で、様々な課題に的確に対応しつつ、 ●①事前確認での想定どおり
行政に対する市民の満足度を向上させていくためには、簡素で効率的な行財政システムを確立する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

持続可能な自治体運営を行うためには、財政基盤の確立と効率的・効果的な行政運営は不可欠である。歳入の確保と行政
のスリム化、効率化を２本の柱に行政改革を進める必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の事業の見直しは、納税者の視点を踏まえて市が実施する

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 行政改革推進委員会に市民の参加がある。委員の意見を踏ま 市民の視点、納税者の視点での事業の見直しを行った。行政 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り えプランを策定している。 改革推進委員会は市民で構成されている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(項目) 目標値(b)(項目) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(項目) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ●要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
16 42 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

改革項目に取り組んだが、プラン期間内での達成は困難だったため、目標値は未
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 16 38.1

達成である。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,500 △2,196 5,416 98.47
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ●要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△66.46

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 改革項目に取り組んだが、プラン期間内での達成は困難

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ●要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 だったため、目標値は未達成である。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.76

項目 10万円 0.3 39.47

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
厳しい財政状況が続く中、財政基盤の確立と効率的・効果的な行政運営を行うことは不可欠であるため、今後も引き続き取り組んでいく

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 63 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 組織的な行政改革の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 行政改革推進プランの推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,500 千円 (うち人件費 5,220 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織づくりを 少子高齢化の進行、財政



及び退職一般負担金・特別負担金（千葉県市町村総合事務組 ４月　定年等退職者の退職手当支給申請及びこれに係る特別負担金の納付、及び退職手当決定通知書の送付
合市町村負担金条例に基づく負担金）の納付 。退職一般負担金の概算納付。３月　退職一般負担金の確定による精算事務。中途退職者事務及び退職予定

当該年度 者の相談・退職手当試算については随時。
執行計画

(3)事業内容 内　　容

対象職員数 想定値 860当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 859

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 退職者に係る円滑な事務処理 直接 退職事務に係る申請処理割合 ％ 100 100

令和 3年度 退職者に係る円滑な事務処理 直接 退職事務に係る申請処理割合 ％ 100

令和 4年度 退職者に係る円滑な事務処理 直接 退職事務に係る申請処理割合 ％ 100

一般負担金の計算については、平成２６年度より平成２４年度累計収支が黒字団体（我孫子市含む）については、需要按分方式
(7)事業実施上の課題と対応 により積算された負担額とする。 代替案検討 ○有 ●無

令和元年度から令和５年度の５年間は、令和元年度と同額の予定である。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

一般負担金 623,241 一般負担金 623,241 623,241 一般負担金 623,241 一般負担金 623,241
H26 平成26年度から平成29年度までの収支 平成26年度から平成29年度までの収支 平成26年度から平成29年度までの収支
差の調整（平成35年度まで定額） 差の調整（令和5年度まで定額） 差の調整（令和5年度まで定額） 差の調整（令和5年度まで定額）
・特別負担金（早期退職等の割増負担金 ・特別負担金（早期退職等の割増負担金 ・特別負担金（早期退職等の割増負担金 ・特別負担金（早期退職等の割増負担金
・調整負担金は人件費に包括 ・調整負担金は人件費に包括 ・調整負担金は人件費に包括 ・調整負担金は人件費に包括
２号嘱託職員人件費０．１５人 402 研修旅費 2 0 研修旅費 2 研修旅費 2

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 623,643 合　　計 623,243 623,241 合　　計 623,243 合　　計 623,243
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 623,643 623,243 623,241 623,243 623,243

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.29 0.32 0.32 0.29 0.29
正職員人件費 2,552 2,784 2,784 2,523 2,523

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 402 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 626,195 626,027 626,025 625,766 625,766
(11)単位費用

728.13千円／人 727.94千円／人 728.78
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

退職手当支給事務は、市単独で行うより、市町村及び一部事務組合で組織された千葉県市町村総合事務組合での共同処理 ●①事前確認での想定どおり
が運用において有効のため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

共同処理により、効率的に執行できた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の職員に係る就職、退職報告及び退職手当の支給事務であ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 るため、事業主である市が主導で行う必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

退職した職員全員に退職処理を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 626,027 168 626,025 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.03

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

％ 10万円 0.02 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和元年度以降の５年間は、需要按分方式により積算された負担額となることから、今後も現状どおり処理していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 68 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 退職事務 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 千葉県市町村総合事務組合退職者事務 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 千葉県市町村総合事務組合 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.32 人）
(1)事業概要

(当　初) 626,027 千円 (うち人件費 2,784 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

退職手当の支給に関する事務
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

定年等による退職者の退職手当支給申請手続き



市町村職員共済組合への申請等事務（組合員証の交付、被扶養者認定取 毎月、随時。（共済組合への申請・報告及び共済組合から職員への調査ものの配布・回収、人間ドック利用
消、共済掛金・負担金の支払い、給付金の申請、人間ドック、貸付・貯金･年金等に関すること） 証の交付等）

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

対象職員数 想定値 860当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 860

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 職員が健康で豊な生活を送るための環境づくり 直接 組合員からの届出に伴う共済組合への申告割合 ％ 100 100

令和 3年度 職員が健康で豊な生活を送るための環境づくり 直接 組合員からの届出に伴う共済組合への申告割合 ％ 100

令和 4年度 職員が健康で豊な生活を送るための環境づくり 直接 組合員からの届出に伴う共済組合への申告割合 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

共済互助会負担金 1,200 共済互助会負担金 1,193 1,163 共済互助会負担金 1,193 共済互助会負担金 1,193
（共済組合負担金については （共済組合負担金については （共済組合負担金については （共済組合負担金については
人件費で包括。） 人件費で包括。） 人件費で包括。） 人件費で包括。）
２号嘱託職員人件費０．２５人 670

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,870 合　　計 1,193 1,163 合　　計 1,193 合　　計 1,193
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,870 1,193 1,163 1,193 1,193

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.36 0.36 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 3,132 3,132 2,610 2,610

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 670 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,510 4,325 4,295 3,803 3,803
(11)単位費用

5.24千円／人 5.03千円／人 4.99
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市職員は、職員となった日から千葉県市町村職員共済組合の組合員となるため（地方公務員等共済組合法第39条）、千葉 ●①事前確認での想定どおり
県市町村職員共済組合にかかる市職員からの申請等、事務取り扱い窓口として必要。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

千葉県市町村職員共済組合と連絡調整を図り、円滑に申請手続等を行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 対象者が職員のため ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 対象が市職員であるため、市が窓口業務を行う必要がある。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市職員全員が対象のため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,325 185 4,295 99.31
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

4.1

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.31

％ 10万円 2.33 100.87

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
職員の権利、利益にかかわる必要不可欠な事務であり、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 69 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 共済組合事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 千葉県市町村職員共済組合事務 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 千葉県市町村職員共済組合 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.36 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,325 千円 (うち人件費 3,132 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

職員が健康で豊な生活を送るための環境づくり
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

市役所職員の共済機関である千葉県



展開方向

地方公務員法に基づく職員の福利厚生と元気回復事業を、市からの負担金を受けて我孫子市職員福利厚生会 ４月　代議員会（総会）を開催し、前年度事業報告と新年度の事業計画及び事業予算の決定。
が実施するもの。健康増進・元気回復のためのアウトソーシング事業のＰＲ等とともに、会員相互の共済と ４月～３月　給付事業、給付事業他補助・助成事業を実施。
しての給付事業や助成事業を行う。 当該年度 １０月　役員会を開催。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

執行計画 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(3)事業内容 内　　容

事業数 想定値 13当該年度
単位 事業

活動結果指標 実績値 11

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 職員の福祉が増進すること 間接 元気に業務遂行している職員数割合 ％ 99.4 100

令和 3年度 職員の福祉が増進すること 間接 元気に業務遂行している職員数割合 ％ 100

令和 4年度 職員の福祉が増進すること 間接 元気に業務遂行している職員数割合 ％ 100

事業実施財源としての市負担金の考え方とその検討に伴う事業展開方針。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

福利厚生会事業負担金 3,300 福利厚生会事業負担金 3,300 3,300 福利厚生会事業負担金 3,300 福利厚生会事業負担金 3,300
２号嘱託職員人件費０．５人 1,339

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 4,639 合　　計 3,300 3,300 合　　計 3,300 合　　計 3,300
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,639 3,300 3,300 3,300 3,300

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.26 0.26 0.5 0.5
正職員人件費 4,400 2,262 2,262 4,350 4,350

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,339 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,039 5,562 5,562 7,650 7,650
(11)単位費用

695.31千円／事業 427.85千円／事業 505.64
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方公務員法第４２条の規定に基づき、我孫子市職員福利厚生会が市からの負担金を受けて、職員の保健、元気回復その ○①事前確認での想定どおり
他厚生に関する事項について計画を樹立し、これを実施することで職員の日頃の精神的・肉体的疲労の回復を図る。 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を抑制するため、２事業が中止となった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 対象が市職員であるため、市が主導で実施する必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
99.4 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

会員にチラシ等で周知徹底を図った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,562 3,477 5,562 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

38.47

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.8

％ 10万円 1.8 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ●縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
県内他市町村の状況を考慮し、公費負担を削減する方向で検討する。 福利厚生会の組合員にアンケートを実施した上で、令和３年度の総会で令和４年度以降の実施事業の概要を決定する。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 77 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 職員福利厚生事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 我孫子市職員福利厚生会事業 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 我孫子市職員福利厚生会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.26 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,562 千円 (うち人件費 2,262 千円）⑦事業費
総事業費 13,401 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

我孫子市職員福利厚生会を事務局として運営し、職員の保健、元気回復を図る。
施策目的・

(2)目的 事業目的



該事項について市長から諮問があったときは、当該諮問事項に関し答申するため、審議会を開催する。
展開方向

８月の国家公務員の給与に関する人事院勧告を踏まえた一般職の給与改定を考慮し、また、当該報酬、給与 ８月　　一般職の国家公務員の給与に関する人事院勧告
等の適正化を図るため特別職報酬等審議会を開催する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ９月　　人事院勧告に係る資料を審議会委員に送付
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 当該年度 １０月　審議会開催　→　改正案等について審議（関係条例の改正の必要のある場合は、改正条例案の作成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 執行計画 。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(3)事業内容 内　　容

審議会開催回数（年） 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 議員の報酬等及び常勤特別職の給与について調査審議し、報酬等の適正化を図る。 直接 審議会の実施率 ％ 100 100

令和 3年度 議員の報酬等及び常勤特別職の給与について調査審議し、報酬等の適正化を図る。 直接 審議会の実施率 ％ 100

令和 4年度 議員の報酬等及び常勤特別職の給与について調査審議し、報酬等の適正化を図る。 直接 審議会の実施率 ％ 100

近隣自治体の議員及び常勤特別職の報酬等の状況について調査整理し、各委員にお知らせをする。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

審議会委員報酬（3.5千円×8名） 28 審議会委員報酬（3.5千円×8名） 28 0 審議会委員報酬（3.5千円×8名） 28 審議会委員報酬（3.5千円×8名） 28

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 28 合　　計 28 0 合　　計 28 合　　計 28
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 28 28 0 28 28

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.25 0.25 0.15 0.15
正職員人件費 1,320 2,175 2,175 1,305 1,305

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,348 2,203 2,175 1,333 1,333
(11)単位費用

1,348千円／回 2,203千円／回 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・平成13年度に特別職報酬等審議会条例を全部改正し、審議会の任務に市議会議員及び常勤の特別職の報酬等について調 ○①事前確認での想定どおり
査審議することを加え、委員の任期について改正前の１回限りを４年とし常設の審議会に改めた。 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・議員及び常勤の特別職の報酬等について、近隣自治体及び類似団体との均衡を図る必要がある。　　　　　　　　　　 ○要
   背景は？(事業の必要性) 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

諮問する案件がなかったため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 該当なし
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 委員に公募の市民を委嘱している。 特別職の報酬等の決定に際し、市民の意見が反映される。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

諮問する案件がなかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,203 △855 2,175 98.73
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△63.43

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 諮問する案件がなかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.54

％ 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事務事業は、特別職の報酬などの見直しについて、広く市民等の意見を聴取するのに必要不可欠であるため、今後も引き続き事業を推進して
いく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 81 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 特別職の報酬等の調査研究 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 特別職報酬等審議会の開催 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,203 千円 (うち人件費 2,175 千円）⑦事業費
総事業費 28 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市議会議員の報酬等及び常勤の特別職の給料等について調査審議し、市長に対し意見を述べるとともに、当
施策目的・

(2)目的 事業目的



に行い、給与の支給、併せて税金の納税処理を行う。＜会計年度任用職員＞報酬・給料の額の決定及び交通
展開方向

費の認定を行い、各課から報告された勤怠記録に基づき、適正に報酬等の計算及び支給を行う。
＜常勤職員＞①昇格昇給処理：昇格は主に４月、昇給は７月　②例月給与、賞与の支給：毎月、職員から提 ＜毎月定例処理＞（常勤職員）諸手当の認定事務、例月給与計算処理及び支給（会計年度任用職員）交通費
出された諸手当の届出を条例規則に照らし合わせて認定を行い、毎月、関係部署から提出されたデータ、勤 の認定事務、報酬･賃金計算処理及び支給　＜常勤職員＞（4月）昇格人事異動処理、（6、10、2月）児童手
務実績を基に計算する。特別徴収した住民税を納付する。③年末調整事務、給与支払報告書関係の提出：年 当該年度 当支給事務、（6、12月）賞与処理、（7月）昇給処理、（10月）人事異動処理、（11～1月）年末調整、給
１回　④児童手当支給状況報告書提出：３月に県へ報告する。　　 執行計画 与支払報告書関係事務、（3月）児童手当支給状況報告書提出　＜会計年度任用職員＞（4月）人事異動処理

(3)事業内容 内　　容 ＜会計年度任用職員＞①報酬・給料の額の決定　②報酬等の支給：毎月、各課から報告された勤怠記録を基 、（4月、随時）報酬・給料の額の決定、（6、12月）賞与処理　　　　　　　　　　　　　　　
に報酬等を計算する。特別徴収した住民税を納付する。随時、交通費の支給額を認定する。　③賞与の支給
　④１月に源泉徴収票を発行及び給与支払報告書関係を提出する。 給与等支給回数 想定値 29当該年度
＜共通＞人件費に係る当初予算の積算及び人事異動等に伴う補正予算の積算をする。 単位 回

活動結果指標 実績値 28

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 総務課の給与計算ソフトを使用し、各課との連携を図り支給誤りをなくす。 直接 業務の完全遂行率 ％ 100 100

令和 3年度 制度改正に対応してパッケージプログラムを随時変更させ、より効率的で確実な給与・報酬計算を行う。 直接 業務の完全遂行率 ％ 100

令和 4年度 制度改正に対応してパッケージプログラムを随時変更させ、より効率的で確実な給与・報酬計算を行う。 直接 業務の完全遂行率 ％ 100

業務を遂行するに当たっては、各課との連携を密にし慎重を期する必要がある。そのために、制度に精通し各課へ的確に指示し
(7)事業実施上の課題と対応 正しいデータの提出を求める必要がある。また、常勤職員の手当については、認定担当者の人事異動により、円滑な給与処理の 代替案検討 ○有 ●無

遂行や諸手当の認定判断に支障が生じることがないよう、引継ぎを円滑に行える体制を作っておくことが必要である。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

給与事務関係消耗品費    50 給与事務関係消耗品費    50 29 給与事務関係消耗品費    50 給与事務関係消耗品費    50
給与年末調整用扶養控除申告書 23 給与所得源泉徴収票 26 17 給与所得源泉徴収票 26 給与所得源泉徴収票 26
給与所得源泉徴収票 26 給与支払報告書 11 0 給与支払報告書 11 給与支払報告書 11
給与支払報告書 11 給与明細書印刷代 131 114 給与明細書印刷代 131 給与明細書印刷代 131
給与明細書印刷代 212 源泉徴収票用封筒印刷代 49 50 源泉徴収票用封筒印刷代 49 源泉徴収票用封筒印刷代 49
源泉徴収票用封筒印刷代 49 パート会計年度任用職員　事務補助2人 5,524 5,524 パート会計年度任用職員　事務補助2人 5,524 パート会計年度任用職員　事務補助2人 5,524
２号嘱託職員人件費（２人） 5,338 源泉徴収票封入封緘作業委託料 50 50 源泉徴収票封入封緘作業委託料 50 源泉徴収票封入封緘作業委託料 50

実施内容 源泉徴収票封入封緘作業委託料 50 社会保険手続交通費 14 2 社会保険手続交通費 14 社会保険手続交通費 14
人事給与システム保守委託料 1,072 給与実務研修会旅費 10 5 給与実務研修会旅費 10 給与実務研修会旅費 10

(8)施行事項
費　　用 人事給与システム使用料 2,443 給与実務研修会負担金 66 53 給与実務研修会負担金 66 給与実務研修会負担金 66

個人番号システム使用料 499 人事給与システム保守委託料 2,550 2,550 人事給与システム保守委託料 2,550 人事給与システム保守委託料 2,550
社会保険手続交通費 16 （債務負担2年度～6年度） （債務負担2年度～6年度） （債務負担2年度～6年度）
給与実務研修会旅費 9 人事給与システム賃借料 4,018 4,018 人事給与システム賃借料 4,018 人事給与システム賃借料 4,018
給与実務研修会負担金 62 （債務負担2年度～6年度） （債務負担2年度～6年度） （債務負担2年度～6年度）

図書購入費 6 6 図書購入費 6 図書購入費 6

＊ 人事給与システム更改に係るデータ
移行業務委託料 2,376

予算(決算)額 合　　計 12,236 合　　計 12,505 12,418 合　　計 12,505 合　　計 12,505
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 12,236 12,505 12,418 12,505 12,505

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 2.1 2.13 2.13 2.1 2.1
正職員人件費 18,480 18,531 18,531 18,270 18,270

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 4,149 0 0 5,362 5,362
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 30,716 31,036 30,949 30,775 30,775
(11)単位費用

990.84千円／回 1,070.21千円／回 1,105.32
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

給与・報酬の計算に当たっては、人事データ及び勤怠実績を確実に反映させ、条例規則又は社会保険、労務関係法令を遵 ●①事前確認での想定どおり
守した支給を行わなければならず、市が主導で実施しなければ実効性が得られない業務である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

給与を適正に支給した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 事業者として給与支給は責務であり、計算については条例規

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 則に基づいた判断と決裁が必要であるため、引き続き市が実
□その他 　促進された 施する。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 電算システムを利用した給与計算処理は、一部を外部委託することも不可能ではないが、業務全般が条例、規則等に基づ
実現が図られる いた認定及び決裁を伴うため、委託については合理性と効率性に乏しく、市が実施すべきである。

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

年間のスケジュールに沿って計画どおりに実行した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 31,036 △320 30,949 99.72
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.04

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.32

％ 10万円 0.32 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
地方公務員法に則り、人事院勧告を考慮した給与制度を整備するとともに、引き続き、給与の適正化に努める。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 83 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 給与の支給 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 給与計算事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 2.13 人）
(1)事業概要

(当　初) 31,221 千円 (うち人件費 18,531 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 31,036 千円 (うち人件費 18,531 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

＜常勤職員（特別職含む）＞人事管理システムと連動させた給与の昇格・昇給処理及び諸手当の認定を適正
施策目的・

(2)目的 事業目的



、各事業所ごとに安全衛生委員会を設置する。本庁施設安全衛生委員 ○産業医の選任
会に関する事務局業務を行うとともに全施設の総括安全衛生管理者で構成する総括安全衛生委員会の事務局 ○各施設の安全衛生委員会委員の選任
業務を行う。 当該年度 ○本庁施設安全衛生委員会の開催
その他、労働安全衛生法に規定する安全衛生教育、健康保持増進措置を行う。 執行計画 ○安全衛生研修の実施

(3)事業内容 内　　容

公務災害発生件数 想定値 6当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 7

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 安全衛生管理の徹底により公務災害の発生を未然に防止する。 間接 職員数に対する災害発生件数の割合 ％ 0.7 0.6

令和 3年度 安全衛生管理の徹底により公務災害の発生を未然に防止する。 間接 職員数に対する災害発生件数の割合 ％ 0.5

令和 4年度 安全衛生管理の徹底により公務災害の発生を未然に防止する。 間接 職員数に対する災害発生件数の割合 ％ 0.4

災害発生の未然防止策は、日頃の注意喚起の徹底が重要と考える。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

産業医報酬 530 産業医報酬 530 530 産業医報酬 530 産業医報酬 530
総括産業医の労働安全衛生委員会出席謝 20 産業医研修会受講料 10 0 産業医研修会受講料 10 産業医研修会受講料 10
衛生管理者資格取得旅費 7 衛生管理者資格取得旅費 6 0 衛生管理者資格取得旅費 6 衛生管理者資格取得旅費 6
医薬品費 20 医薬品費 18 11 医薬品費 18 医薬品費 18
衛生管理者受験手数料 7 衛生管理者受験手数料 7 0 衛生管理者受験手数料 7 衛生管理者受験手数料 7
メンタルヘルス相談手数料 328 メンタルヘルス相談手数料 328 66 メンタルヘルス相談手数料 328 メンタルヘルス相談手数料 328
健康医療相談手数料 55 健康医療相談手数料 55 55 健康医療相談手数料 55 健康医療相談手数料 55

実施内容 ストレスチェック 754 ストレスチェック 815 310 ストレスチェック 815 ストレスチェック 815
駐車場使用料（病院等訪問時） 3 駐車場使用料（病院等訪問時） 3 0 駐車場使用料（病院等訪問時） 3 駐車場使用料（病院等訪問時） 3

(8)施行事項
費　　用 衛生管理者講習会負担金 20 衛生管理者講習会負担金 20 0 衛生管理者講習会負担金 20 衛生管理者講習会負担金 20

健康診断（時間外超過者） 24 健康診断（時間外超過者） 120 0 健康診断（時間外超過者） 120 健康診断（時間外超過者） 120
産業医研修会受講料 10 【予備費充用】

非接触型温度計購入費 66

予算(決算)額 合　　計 1,778 合　　計 1,912 1,038 合　　計 1,912 合　　計 1,912
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 0 66 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,778 1,912 972 1,912 1,912

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.1 0.1 0.15 0.15
正職員人件費 1,320 870 870 1,305 1,305

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,098 2,782 1,908 3,217 3,217
(11)単位費用

516.33千円／件 463.67千円／件 272.57
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民サービスを実施する職員の健康保持は、必要不可欠なものであり、労働安全衛生法に基づく事業者の責務としても当 ●①事前確認での想定どおり
然必要な事業である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

職員の健康保持は、労働安全衛生法に定められた事業者の責務であり、市として積極的に取り組む必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 事業主としての責務である。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 産業医による職員の健康診断結果のチェック ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0.7 0.6 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

職場における安全配慮が徹底されたため、公務災害の発生件数を抑えることがで
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0.4 150

きた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,782 316 1,908 68.58
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

職場における安全配慮が徹底されたため、公務災害の発生件数を抑える
ことができた。

10.2

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 職場における安全配慮が徹底されたため、公務災害の発

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 生件数を抑えることができた。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

％ 10万円 0.02 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
労働安全衛生法に基づく事業であり、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1699 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 人事管理業務 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 労働安全衛生業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,782 千円 (うち人件費 870 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

職場における職員の安全と健康を確保するとともに快適な職場環境の形成を促進する。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

労働安全衛生管理体制を確保するため



施し工事請負者の施工技術の水準の向上を図る。
展開方向

請負金額が１３０万円を超える工事（土木・建築・設備）に対して、我孫子市工事検査要綱（平成２年訓令 ・工事検査業務（通年）
第１７号）に基づき、竣工・出来高・中間検査を実施する。 ・千葉県建設技術管理協議会研修

当該年度 ・千葉県下工事検査連絡協議会研修
執行計画 ・工事検査結果報告会

(3)事業内容 内　　容 ・優良建設業者等表彰

工事検査実施件数（中間及び出来形含む） 想定値 150当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 98

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 工事目的物を対象に、給付の完了の確認に必要な検査を行う。 直接 工事検査結果通知書発行数／工事検査実施件数 ％ 100 100

令和 3年度 工事目的物を対象に、給付の完了の確認に必要な検査を行う。 直接 工事検査結果通知書発行数／工事検査実施件数 ％ 100

令和 4年度 工事目的物を対象に、給付の完了の確認に必要な検査を行う。 直接 工事検査結果通知書発行数／工事検査実施件数 ％ 100

検査職員の検査業務への研讃と、監督職員の技術の習得並びに工事請負者の施工技術水準の向上に向けた積極的な取り組みが求
(7)事業実施上の課題と対応 められる。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 10 消耗品 10 7 消耗品 10 消耗品 10
千葉県下工事検査連絡協議会負担金 18 千葉県下工事検査連絡協議会負担金 18 18 千葉県下工事検査連絡協議会負担金 18 千葉県下工事検査連絡協議会負担金 18
研修旅費 69 建設副産物情報交換システム利用料 9 9 建設副産物情報交換システム利用料 9 建設副産物情報交換システム利用料 9
研修負担金 21
建設副産物情報交換システム利用料 9

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 127 合　　計 37 34 合　　計 37 合　　計 37
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 127 37 34 37 37

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1 1 1 1 1
正職員人件費 8,800 8,700 8,700 8,700 8,700

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,134 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,927 8,737 8,734 8,737 8,737
(11)単位費用

59.51千円／件 58.25千円／件 89.12
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方自治法第２３４条の２、我孫子市財務規則第１５０条（給付の検査）に基づき、我孫子市工事検査要綱により工事に ●①事前確認での想定どおり
関する給付の完了の確認に必要な検査を実施する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

関係基準の基づき、業務が必要であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令等に基づき、地方公共団体が行う検査であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

着実に業務を遂行したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,737 190 8,734 99.97
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

2.13

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.14

％ 10万円 1.14 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
法令等に基づく検査であることから、今後も現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1959 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 工事検査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 1 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,737 千円 (うち人件費 8,700 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

工事目的物が、契約図書に定められた出来形や品質等を確保しているかを確認するため、給付の完了の確認
施策目的・

(2)目的 事業目的 に必要な検査を行うとともに、工事成績評定を実



する。
展開方向

契約担当は、財務規則第１３８条に規定する額を超える契約、年間約８００件を処理している。 通年で毎月１回：競争入札（公募型一般競争入札）月平均約２５件程度　　　　　　　　　　　　　　　　
公共調達は、競争入札（公募型競争入札）に付すことを原則とし、全契約件数中、年間約２８０件から２９ 通年で毎月第１・３木曜日：入札等審査会の開催　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
０件の入札案件を公募型一般競争入札、指名競争入札及び総合評価落札方式入札により執行している。随意 当該年度 ４月～６月：年間契約の処理
契約については、一部は入札等審査会に諮るなどして、財務規則等の法令に従い適切に運用している。 執行計画 １０月・２月：公契約審議会の開催　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(3)事業内容 内　　容 また、約４０００業者を登載する競争入札参加者登録簿の維持・管理を行うため、資格審査等の事務を行っ １１月・２月：入札等監視委員会の開催　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ている。 １月～３月：翌年度年間契約の準備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

契約処理件数 想定値 800当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 771

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 公募型競争入札の適用拡大及び随意契約の適切な運用 直接 入札執行率（入札案件数／入札対象案件数） ％ 42 44

令和 3年度 公募型競争入札の適用拡大及び随意契約の適切な運用 直接 入札執行率（入札案件数／入札対象案件数） ％ 46

令和 4年度 公募型競争入札の適用拡大及び随意契約の適切な運用 直接 入札執行率（入札案件数／入札対象案件数） ％ 48

総合評価落札方式の導入など競争入札の多様化を図ることや、入札・契約関係法令等の改正等に伴う発注案件の品質の確保や工
(7)事業実施上の課題と対応 事等における契約要件の緩和を図るなどして市内事業者の受注環境の改善など行っている。一方で、受注結果からその公平性や 代替案検討 ○有 ●無

透明性が問われないよう、制度全般の結果からの検証等を行い、入札及び契約制度の質の向上に努める。また、随意契約が依然

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

入札等監視委員会報償費 39 入札等監視委員会報償費 39 39 入札等監視委員会報償費 39 入札等監視委員会報償費 39
契約事務連絡協議会負担金 10 契約事務連絡協議会負担金 10 10 契約事務連絡協議会負担金 10 契約事務連絡協議会負担金 10
１号嘱託職員報償等１人 2,090 パート会計年度任用職員（事務）報酬等 2,642 2,608 パート会計年度任用職員（事務）報酬等 2,642 パート会計年度任用職員（事務）報酬等 2,642
２号嘱託職員報償等１人 2,684 公契約審議会委員報酬６人 42 21 公契約審議会委員報酬６人 42 公契約審議会委員報酬６人 42
公契約審議会委員報酬６人 63 消耗品費 16 14 消耗品費 16 消耗品費 16
消耗品費 16 契約データベース使用料 32 32 契約データベース使用料 32 契約データベース使用料 32
契約データベース使用料 63 普通旅費 4 0 普通旅費 4 普通旅費 4

実施内容 普通旅費 13

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 4,978 合　　計 2,785 2,724 合　　計 2,785 合　　計 2,785
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,978 2,785 2,724 2,785 2,785

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5
正職員人件費 13,200 13,050 13,050 13,050 13,050

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,683 0 0 2,684 2,684
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 18,178 15,835 15,774 15,835 15,835
(11)単位費用

22.72千円／件 19.79千円／件 20.46
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・地方公共団体の契約締結は、長の権限たる予算の執行権に基づく行為であること、また、地方公共団体の契約は、契約 ●①事前確認での想定どおり
担当者の恣意性の排除を図るため、地方自治法、地方自治法施行令、市の条例、規則等で規定されており、法を遵守のう ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ え公正で透明な契約事務が求められている。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市発注の契約について、法令等を遵守し適正に処理することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令等により市でなければ実施することができない。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 入札等監視委員会（弁護士、行政書士、大学教授）による入 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 札及び随意契約案件の審査等を行った。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
入札等監視委員会（弁護士、行政書士及び大学教授）による入札及び随意契約案件の審査等を行っている。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 電子入札及び開札事後審査により極力書類提出を求めないこ ●①想定どおり
□②生き物と共存している とで、紙類の使用削減を図っている。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
電子入札を行うことにより、紙資源の節減を図っている。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
42 44 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

入札不調が増えたこと等による。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 41 93.18
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 15,835 2,343 15,774 99.61
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

12.89

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 入札不調が増えたこと等による。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.28

％ 10万円 0.26 92.86

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
入札及び契約制度の課題を整理しながら、契約事務の適正な執行を継続する。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1962 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 契約業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 15,835 千円 (うち人件費 13,050 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市が行う公共調達について、入札及び随意契約の適正な運用を図り、競争性、透明性、公正性及び客観性の
施策目的・

(2)目的 事業目的 確保するとともに恣意性を排除して実施



業者登録及び電子入札を行ない、事務の電子化・効率化とともに入札・契約事務
展開方向

の公正性、透明性及び客観性の確保する。
入札・契約事務の公正性、透明性及び客観性の確保並びに事務改善に伴う発注コストの削減を目的として、 ・令和２年４月１日～　入札参加資格随時申請等の共同受付、資格審査、業者登録
千葉県電子自治体共同運営協議会が開発した「ちば電子調達システム」を利用して、入札参加資格申請等の ・年間を通じて「工事」「工事関係測量コンサル業務委託」の電子入札の実施
共同受付、資格審査、業者登録及び電子入札による執行を行う。 当該年度 ・電子入札範囲の拡大検討

執行計画
(3)事業内容 内　　容

入札案件のうち、工事及び測量コンサルを電子入札で実施 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 物品及び委託について入札を電子入札で実施 直接 電子入札執行率（電子入札件数／取扱件数） ％ 56 38

令和 3年度 物品及び委託について入札を電子入札で実施 直接 電子入札執行率（電子入札件数／取扱件数） ％ 40

令和 4年度 物品及び委託について入札を電子入札で実施 直接 電子入札執行率（電子入札件数／取扱件数） ％ 42

市内業者に多い個人事業者が電子入札に参加しやすい環境整備に努めるとともに、物品調達や委託業務の入札案件の電子入札へ
(7)事業実施上の課題と対応 の移行を検討していく。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

電子調達システムの運用 電子調達システムの運用 電子調達システムの運用 電子調達システムの運用
電子調達システム使用料 2,484 電子調達システム使用料 3,247 3,244 電子調達システム使用料 3,247 電子調達システム使用料 3,247
電子調達システム負担金 924 電子調達システム負担金 79 79 電子調達システム負担金 79 電子調達システム負担金 79
入札参加資格申請書等審査書類送料 66 入札参加資格申請書等審査書類送料 48 31 入札参加資格申請書等審査書類送料 66 入札参加資格申請書等審査書類送料 48
発注者データベースシステム使用料 142 発注者データベースシステム使用料 143 143 発注者データベースシステム使用料 143 発注者データベースシステム使用料 143

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,616 合　　計 3,517 3,497 合　　計 3,535 合　　計 3,517
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,349 3,177 3,497 3,195 3,177

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 267 □特会 ■受益 □基金 □その他 340 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 340 □特会 ■受益 □基金 □その他 340
換算人数(人) 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1
正職員人件費 9,680 9,570 9,570 9,570 9,570

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 13,296 13,087 13,067 13,105 13,087
(11)単位費用

132.96千円／件 130.87千円／％ 130.67
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

国は、世界最先端のIT国家を目指す「ｅ－Ｊａｐａｎ」を策定し、電子調達の導入を積極的に推進している。また、国土 ●①事前確認での想定どおり
交通省は、２００１年度から段階的に「コアシステム」による電子入札を実施し、先進自治体でも同システムを活用した ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ システムの開発と導入が進んでいる。県及び県内自治体は、開発費の削減及び自治体間の連携を深めるため、２００３年 ○要
   背景は？(事業の必要性) 度に千葉県電子自治体共同運営協議会を設置し、ちば市町村共同利用電子調達システムを開発・運用した。２００５年か ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ら本市もこれに参加し、入札参加資格申請の共同受付、資格審査、電子入札や業者登録に利用している。２０２０年５月 入札参加資格審査申請に係る新規、随時、変更受付及び審査事務の大幅な効率化が図られるとともに、入札の電子化に伴
から稼働する新システムにおいては、千葉県内の全市町村に公営企業も加わり、機能の高度化、利用料の削減及び参加自 い、公平性、透明性及び客観性が確保されている。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 千葉県及び県内市町村と共同導入・運用することで、経費の

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 大幅な削減や事業者の負担軽減にもつながっている。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 入札等監視委員会の「入札情報の提供方法の拡大」の提言を ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 踏まえ、電子調達システムでの入札情報提供（設計図書等の ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 情報提供を含む。）を実施した。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
千葉県、県内全市町村及び公営企業が共同で開発費及び運営費等を負担するとともに、入札参加書類の「共同受付」を協
議会が行うことにより、加入団体の事務の軽減及びコストの節減を図っている。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 電子入札の導入により、紙の使用量の大幅な縮減及び事務量 ●①想定どおり
□②生き物と共存している の軽減につながり、間接的に環境負荷の低減が図られている ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 。

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
共同受付を採用することにより、入札参加資格資料の削減及び時間外勤務等に係る経費の節減を図っている。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
56 38 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

単価契約の電子入札化をさらに進めた結果、対象案件数が増えた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 67 176.32
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,087 209 13,067 99.85
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.57

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 単価契約の電子入札化をさらに進めた結果、対象案件数

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 が増えた。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.29

％ 10万円 0.51 175.86

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
平成１９年度から導入した電子入札システムは入札の透明性が高くなることから、物品及び委託における電子入札の対象案件の割合を増やして
いく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1965 課コード 0101 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・総務課

個別事業 電子調達システムの運用 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,087 千円 (うち人件費 9,570 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83204 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

千葉県電子自治体共同運営協議会が開発・運営する「ちば電子調達システム」により、入札参加資格申請書
施策目的・

(2)目的 事業目的 等の共同受付、資格審査、


